
村山市の人事行政の運営等の状況について

1．職員の任免及び職員数に関する状況
（1）部門別職員数（人）（各年4月1日現在）

（2）採用者数（人）

（3）退職者数（人）

（注）その他には、自己都合退職及び死亡退職等を含みます。
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　市職員の給与や職員数などの人事行政の運営等については、地方公務員法に基づき、市議会の議決を経
て、市の条例で定められています。地方公務員法の改正に伴い、「村山市人事行政の運営等の状況の公表に
関する条例」を平成18年3月に制定、施行しました。この条例は、市民のみなさんへお知らせすることにより、そ
の公平性と透明性を高めることを目的としています。
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2．給与の状況

（注）職員手当には退職手当は含まれていません。

大学卒
高校卒
高校卒
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40

57
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15

初級土木 2 2

区　分

一般行政職

技能労務職

区　分

職員数
（人）

137,200円
140,100円

初任給

140,100円

村山市

1,024,799

47.3歳

277

給料月額
給与月額

計

362,700円
327,900円

326,611円

43.5歳

287,992円

379,412

国
給料月額
給与月額

初任給

村山市

324,200円
299,400円

（3）職員の初任給の状況（平成26年4月1日現在）

（4）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成26年度）

平成24年度
人件費率（％）

21.3

1,561,818157,607

-円

実質収支
（千円）

職員手当

国

172,200円

人件費率
（B/A)（％）

43.1歳

26,205

住民基本台帳人口（人）
（平成25年6月末）

構成数（人） 構成比（％）

職員一人当り
給与費（千円）

5,638

昨年度
構成比（％）

申込者数

12,162,256

期末勤勉手当給　料

（4）職員採用試験の実施状況（人）（平成25年度）

（1）人件費の状況（平成25年度普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（平成25年度普通会計決算）

00

試験区分

初級行政

消防 5

34.3

10.8

4級

第1次試験
受験者数

17

38

第1次試験
合格者数

合格者数
（平成27年度
採用予定者）

12

33

給与費（千円）

19.9

2

歳出額（A)
（千円）

人件費（B)
（千円）

6

761,996 2,417,902

12

161,600円

標準的な職務内容

（注）給与月額は給料月額に職員手当の月額を加えたものです。

335,000円

1級

2級

408,472円

3級

主査、係長

5級

6級

係長、主任

主事、技師

課長、主幹

平均年齢

区　分

平均年齢

50.1歳技能労務職

一般行政職

12.0

24.1

主事、技師
主事補、技師補

100.0

9.2

課長補佐

100.0

8.2

14.7

32.4

21.2

10.6

9.6

計 166

12.9

10.8434

（5）一般行政職の級別職員数の状況（平成26年4月1日現在）

34.3373

9.6386

12.0482

24.0964

9.0361



（6）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成26年4月1日現在）

（7）職員手当の状況
　ア　期末手当・勤勉手当（平成26年度）

　イ　 退職手当（平成26年4月1日現在）

　ウ　特殊勤務手当

　エ　時間外勤務手当（各年度決算）

　オ　その他の手当（平成26年4月1日現在）

0.675 月
1.225 月

27.025月分

1.250 月

52.44月分

356,100円

勤続20年

52.44月分
52.44月分

加算措置

期末手当
1.350 月
2.600 月
計

0.625 月

（支給率） 自己都合
村山市

52.44月分

勤続25年

最高限度額
43.7月分

1.375 月
0.675 月
1.225 月

国

職制上の段階、職務の
級等による加算措置有

勤勉手当

－

その他の加算措置
定年前早期退職特別措置（3～45%）加
算

在職時の職務の級に応じ調整額を加算在職時の職務の級に応じ調整額を加算

21,212 千円

　　　　　特殊勤務手当については、平成19年度より全て廃止しております。

274,900円大学卒

区　分
経験年数20年
以上25年未満

経験年数15年
以上20年未満

一般行政職

経験年数10年
以上15年未満

316,600円

245,900円技能労務職 高校卒

国

193,200円 279,100円

村山市

高校卒

6月期12月期 計

326,600円247,200円

区　分
6月期 12月期

285,100円

39,716 千円

借家　限度額27,000円

配偶者13,000円
一般扶養親族は6,500円（配偶者がいない
場合はうち1人のみ11,000円）

最高限度額
52.44月分
36.57月分

勧奨・定年

勤続35年

職制上の段階、職務の
級等による加算措置有

126 千円
33,657 千円

平成25年度

職員一人当り支給年額
支給総額

平成24年度

区　分 国

144 千円

自己都合

52.44月分

21.62月分
（支給率）

27.025月分

43.7月分

2.700 月

勤続25年36.57月分
勤続35年

30.82月分 30.82月分
勤続20年

1.475 月

勧奨・定年

0.625 月

交通機関利用　市と同じ
交通用具使用　限度額24,500円

借家　限度額27,000円

通勤手当

村山市

市と同じ扶養手当

区　分

交通機関利用　限度額55,000円
交通用具使用　限度額25,400円

（注）退職手当の一人当り平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均支給額で
す。（2人以上の場合のみ掲載）

21.62月分

1人当り
平均支給額

その他の加算措置
定年前早期退職特別措置（2～20%）加
算

住居手当



（8）ラスパイレス指数の状況

（9)特別職の給料等（平成26年度）

3．勤務時間その他の勤務条件の状況
（1）勤務時間（平成26年4月1日現在）

（2）休暇制度の状況（平成26年4月1日現在）
　ア　年次有給休暇
　　1年につき20日付与（未取得日数分は20日を上限に翌年に繰越可能）

　イ　病気休暇

平成25年度

435,000円 

460,000円 

ア　結核性疾患

期　間

（2）　（1）に掲げるもの以外の負傷又は疾病

負傷又は疾病の区分

104.6
108.8
106.6

給料・報酬月額

98.8

104.6
平成25年度

100.1
95.9

全国市平均

96.697.2

（注）業務の性質により、上記の勤務時間によることが出来ない勤務箇所（消防署など）の勤務時間は別に定め
ています。

108.7
106.998.8

平成21年度 平成22年度

必要と認められる期間

休息時間

午後0時～1時00分38時間45分

開始時刻

午前8時30分

1週間の勤務時間

午後5時15分

終了時刻

（3）　病気休暇からの復職後も普通勤務が困難な場
合

(920,000円)
552,000円 

平成23年度
村山市

区　分

議長

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数を
いいます。

エ　アからイまでに掲げるもの以外の負傷又は疾
病

60日以内で必要と認める期間中1日につき必要と認め
られる時間

ウ　精神及び神経に係る疾病で任命権者が特に
必要と認めるもの

イ　高血圧症、動脈硬化性心臓病及び悪性新生
物による疾病並びにその他慢性疾患で任命権者
が特に必要と認めるもの

90日以内で必要と認められる期間

180日以内で必要と認められる期間

市長

報酬月額に40％を加算した額の
6月期1.425月分　12月期1.575月分
計　3.00月分

給　料

360,000円 

（1）　公務上又は通勤による負傷若しくは疾病

1年以内で必要と認められる期間

副市長

（）カッコ内の減額前の給料月額に40％を加
算した額の
6月期1.325月分　12月期1.525月分
計　2.85月分(690,000円)

※市長、副市長の期末手当については、減額前の給料に上記の支給率を乗じた額を支給しております。

※市長、副市長の月額給与は特例条例により市長50％、副市長20％それぞれ減額した給料が支給されており
ます。

385,000円 
議員
副議長報　酬

区　分

期末手当

98.4
山形県 100.4 100.0



　ウ　特別休暇

　エ　介護休暇・組合休暇

配偶者、父母、子、配偶者の父母等を2週間以上にわ
たり介護する場合（無給）

介護休暇

必要と認められる期間

必要と認められる期間公民としての権利を行使する場合

7日

出産するため病院に入院する等の日から当該出産の日後2週間
を経過する日までの期間内における2日の範囲内の期間

期　間事　由

ボランティア休暇

必要と認められる期間

区　分

災害による住居の滅失・損壊 15日の範囲内の期間

勤務時間の始め又は終わりにつき1日を通じて1時間以内でそれ
ぞれ必要と認められる時間

一の年において3日（小学校就学の始期に達するまでの子は5
日）以内で必要と認められる期間

一の年において5日の範囲内の期間

証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所
等へ出頭する場合

夏季休暇

妻の出産

妊娠中の女性職員・胎児の健康保持のため
の通勤緩和

妊産婦である女性職員の母子保健法に規定
する保健指導・健康診査

妊娠中の女性職員・胎児の健康保持のため
の休息又は補食

女性職員の出産

女性職員の生理

1日の範囲内の期間

続柄に応じ、1日から10日の範囲内の期間

承認基準

必要と認められる期間

必要と認められる期間

家族の追悼のための特別な行事

親族が死亡した場合

骨髄移植ドナー休暇

配偶者、父母及び子並びに職員と同居する
祖父母、孫及び兄弟の負傷又は疾病につい
て看護が必要と認められる場合

必要と認められる期間

災害時において、退勤途上における身体の
危険を回避する場合

感染症発生による交通遮断等

7月から9月の期間内で5日の範囲内の期間

災害・交通機関の事故等による出勤困難

生後1年に達しない子を育てる場合

結婚休暇

組合休暇
任命権者の許可を得て登録された職員団体の業務
又は活動に従事する場合（無給）

一の年につき30日の範囲内の期間

期　間

連続する6月の期間内

妊娠満23週までは4週間に1回、妊娠満24週から満35週までは2
週間に1回、妊娠満36週から出産までは1週間に1回、産後1年ま
ではその間に1回について、それぞれ、1日の勤務時間の範囲内
で必要と認められる時間

必要と認められる時間

産前8週間（多胎妊娠は14週間）産後8週間

必要と認められる期間

1日2回それぞれ30分以内の時間



（3）休業制度の状況（平成26年4月1日現在）

4．分限及び懲戒処分の状況
（1）分限処分者数（平成25年度）

　平成25年度における処分者はおりませんでした。

（2）懲戒処分者数（平成25年度）

5．服務の状況
（1）職務専念義務の免除

・研修を受ける場合
・他の地方公共団体等からの委嘱を受けて、講演又は講義を行う場合
・職務遂行上必要な国、地方公共団体の実施する競争試験その他の試験を受ける場合

（2）営利企業等への従事許可

・市の出資法人の非常勤取締役として、無報酬で就任する場合
・職員が統計調査事務に従事する場合

6．研修及び勤務成績の評定の状況
（1）職員研修の実施状況（平成25年度）

（2）勤務成績の評定状況
　実施しておりません。

485人

懲戒処分とは、公務の規律と秩序を維持することを目的として、職員の一定の義務違反に対して、その責任を
追及して行う行政上の不利益処分です。

参加者数

55人
新規採用職員研修、一般職員（初級・中級・上級）研修、係長研修、課長補佐
研修、課長研修

主なもの

接遇研修、政策形成能力向上研修、プレゼンテーション研修、メンタルヘルス
研修

実務研修（税務・財務・法制等）22人部門別研修

区　分

養育する子が小学校に就学するまでの期間で、1
日の勤務時間の始め又は終わりに2時間以内の期
間

期　間

部分休業

養育する子が小学校に就学するまでの期間（1月
以上1年以下の期間に限る）で、1週間当たりの勤
務時間が19時間25分、19時間35分、23時間15分
又は24時間35分の勤務

処分者数

短時間勤務

階層別研修

その他研修

1人
区　分 戒告 減給 停職 免職

職員は、地方公務員法の規定により、法律又は条例に特別の定めがある場合を除き、その勤務時間中におい
て、職務に専念する義務があります。職務に専念する義務を免除される例として次のような場合があります

職員は、地方公務員法の規定により、任命権者の許可を受けなければ、営利企業の役員等の地位を兼ね、も
しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業もしくは事務にも従事してはならない
ことになっています。許可される例として次のような場合があります。

養育する子が3歳に達するまでの期間

承認基準区　分

小学校就学前までの子を養育する場合（無
給）

3歳に満たない子を養育する場合（無給）育児休業

小学校就学前までの子を養育する場合（給
与一部支給）

分限処分とは、職員が職務を十分に遂行できない場合等に公務能率の維持向上を目的として、本人の意に反
してもその身分に不利益な変動をもたらす処分です。



7．福祉及び利益の保護の状況
（1）職員の福利厚生事業（平成25年度）
　ア　保健事業（主なもの）

こころの健康相談

その他

健康ホットライン24時

前立腺がん検診（50歳以上の男性の希望する職員）

一般人間ドック助成（40歳及び50歳に達する職員）

共済組合

実施主体事業名

健康料理教室
共済組合

共済組合

健康増進

健康増進活動支援事業 厚生会

基本健診（全員）

脳ドック助成（45歳以上の希望する職員）

肺がん検診（喫煙指数600以上の希望する職員）

共済総合健診

各種検診

胃がん検診（40歳以上の職員及び30歳以上40歳未満の
希望する職員）

大腸がん検診（40歳以上の職員）

互助会

いきいき運動セミナー

退職前人間ドック助成（退職予定の希望する職員）

メンタルヘルスケア

人間ドック助成（40歳以上の希望する職員）

乳がん検診（30歳以上の女性の希望する職員）

（注）共済組合とは山形県市町村職員共済組合を、互助会とは山形県市町村職員互助会を、厚生会とは村山
市職員厚生会をいいます。

生活向上支援事業

共済組合

選択検診

事業の概要

厚生会

市（共済組合との共催）

市（共済組合との共催）

歯周病検診助成（40歳以上5歳毎の希望する職員）

子宮がん検診（女性職員全員）

オプション検診助成（腹部超音波、骨密度、前立腺がん検
診）

メンタルヘルスセミナー

肝炎ウイルス検診（35歳以上の希望する職員）

互助会



　イ　給付事業（主なもの）

（2）公務災害補償（平成25年度）

（3）勤務条件に関する措置の要求状況

（4）不利益処分に関する不服申し立ての状況

・結婚祝金

傷病のとき

互助会

・埋葬料死亡したとき

・結婚祝金

事　由

・弔慰金

・一部負担金補助金

共済組合
（法定給付以外のもの）

出産したとき

結婚したとき

・出産費

厚生会

　平成25年度において、該当事案はありませんでした。

　この制度は、地方公務員法第46条の規定に基づき、職員から、懲戒処分その他その意に反する不利益な処
分について不服申し立て（人事委員会や耕平委員会に行うもので、本市は県人事委員会に業務を委託してい
ます。）があった場合に、審査し、その結果、不服申し立てに理由があると認めた場合は、処分の取り消し、修
正の決定を行い。また、必要がある場合には、市（処分者）に対し、職員がその処分によって受けた不当な取扱
を是正するための指示を行うものです。

　平成25年度において、該当事案はありませんでした。

　この制度は、地方公務員法第46条の規定に基づき、職員から、給与、勤務時間その他の勤務条件に関する
措置の要求（人事委員会や耕平委員会に行うもので、本市は県人事委員会に業務を委託しています。）があっ
た場合に、審査し、その結果、要求が適当な者と判定した場合には、市に必要な勧告を行うものです。

・一部負担金払戻し金

　公務災害負傷2件


